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（万円）（兆円）

内部留保（兆円） 実質賃金（万円）（平均給与より換算）

異
常
な
物
価
高
が
私
た

ち
の
生
活
を
直
撃
し
て
い

ま
す
。
昨
年
の
賃
上
げ
ベ

ア
は
２
．
１
％
に
留
ま
り
、

物
価
上
昇
３
．
２
％
に
届

か
ず
、
実
質
賃
金
は
１
９
ヶ

月
マ
イ
ナ
ス
に
な
っ
て
い

ま
す
。
誰
で
も
が
生
活
改

善
と
な
る
「
月
３
万
円
以

上(

定
昇
２
％
＋
ベ
ア
８
％)

、

時
給
１
９
０
円
以
上
の
賃

上
げ
」
が
必
要
で
す
。
企

業
は
利
益
を
賃
金
に
回
さ

ず
、
内
部
留
保
を
溜
め
続

け
て
い
ま
す
。
そ
の
結
果
、

実
質
賃
金
は
２
４
万
円
減

な
の
に
内
部
留
保
は
１
．

５
倍
に
な
っ
て
い
ま
す
。

企
業
（
左
図
）
に
は
、

大
幅
な
賃
上
げ
を
行
う
余

力
が
あ
り
ま
す
。

昨
年
の
そ
ご
う
・
西
武

に
よ
る
１
日
営
業
を
止
め

る
ス
ト
ラ
イ
キ
は
、
「
労

働
争
議
を
避
け
て
き
た
日

本
の
労
組
の
転
機
」
な
ど

マ
ス
コ
ミ
も
取
り
上
げ
、

労
働
組
合
へ
の
関
心
と
期

待
が
広
が
っ
て
い
ま
す
。

全
米
自
動
車
労
組
は
、
１

０
０
日
余
り
の
ス
ト
の
す

え
、
４
年
間
で
２
５
％
の

賃
上
げ
を
獲
得
し
ま
し
た
。

大
幅
な
賃
上
げ
は
、
労
働

者
が
団
結
し
て
闘
う
こ
と

で
実
現
で
き
た
の
で
す
。

日
本
は
世
界
の
な
か
で

経
済
成
長
で
き
な
い
国
と

な
っ
て
い
ま
す
。
一
人
当

た
り
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
額
が
、

Ｇ
７
の
中
で
イ
タ
リ
ア
に

も
抜
か
れ
最
下
位
と
な
り

ま
し
た
。
こ
れ
は
、
Ｇ
Ｄ

Ｐ
の
５
割
を
占
め
る
個
人

消
費
が
伸
び
な
か
っ
た
こ

と
で
す
。
そ
の
原
因
の
ひ

と
つ
は
、
雇
用
労
働
者
の

４
割
を
占
め
る
低
賃
金
の

非
正
規
労
働
者
の
増
大
に

あ
り
ま
す
。
「
今
す
ぐ
全

国
一
律
時
給
１
５
０
０
円
、

め
ざ
せ
１
７
０
０
円
」
の

最
低
賃
金
の
実
現
は
待
っ

た
な
し
で
す
。

電
機
で
は
、
「
ジ
ョ
ブ

型
」
に
基
づ
く
賃
金
制
度

の
提
案
や
導
入
が
行
わ
れ

て
い
ま
す
。
職
場
か
ら
は
、

「
賃
金
格
差
が
広
が
る
」

「
降
給
降
格
が
制
度
化
さ

れ
る
」
「
定
昇
が
な
く
な

る
」
「
ジ
ョ
ブ
が
な
く
な

る
と
解
雇
」
等
の
疑
問
や

反
対
の
声
が
上
が
っ
て
い

ま
す
。
賃
金
は
労
働
者
と

家
族
を
支
え
る
生
計
費
で

あ
り
、
経
験
習
熟
に
よ
る

「
定
昇
」
と
「
公
正
処
遇
」

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

私
た
ち
の
生
活
は
、

年
ぶ

り
の
物
価
高
騰
を
受
け
て
、
厳

し
さ
が
増
し
て
い
ま
す
。

生
活
を
守
り
、
日
本
経
済
を

再
生
さ
せ
る
た
め
に
も
、
大
幅

賃
上
げ
が
待
っ
た
な
し
の
２
０

２
４
年
春
闘
で
す
。

２
４
年
春
闘
を
、
①
大
幅
賃

上
げ
・
底
上
げ
と
労
働
時
間
短

縮
、
②
生
活
圏
で
の
公
共
を
取

り
戻
し
、
社
会
保
障
の
充
実
を
、

③
政
府
の
改
憲
策
動
を
止
め
憲

法
が
生
か
さ
れ
る
社
会
を
、
な

ど
の
切
実
な
要
求
を
高
め
て
取

り
組
み
ま
し
ょ
う
。

資
本
金
10

億
円
以
上
の
大
企
業

は
、
内
部
留
保
を
５
２
８
兆
円
も

溜
め
込
み
ま
し
た
（
２
０
２
３
年

12

月
末
時
点
）
。

こ
の
巨
額
の
内
部
留
保
の
ご
く

一
部
・
数
％
を
賃
金
に
還
元
す
れ

ば
、
誰
も
が
数
万
円
の
大
幅
賃
上

げ
は
可
能
で
す
。

電
機
・
情
報
ユ
ニ
オ
ン
は
、

「
誰
で
も
、
10

％
以
上
、
月
額
３

万
円
以
上
、
時
給
１
９
０
円
以
上

の
賃
上
げ
」
を
２
４
年
春
闘
の
基

本
要
求
と
し
て
呼
び
か
け
ま
す
。

「
電
機
で
働
く
す
べ
て
の
労
働

者
が
産
業
別
最
低
賃
金
と
し
て
、

「
い
ま
す
ぐ
時
給
１
５
０
０
円
以

上
、
１
７
０
０
円
を
め
ざ
す
」
を

要
求
し
、
最
低
賃
金
全
国
一
律
１

５
０
０
円
の
法
制
化
を
進
め
ま
す
。

低
賃
金
は
、
同
一
労
働
同
一
賃

金
の
権
利
や
生
活
権
を
犯
す
人
権

侵
害
で
す
。

電
機
・
情
報
ユ
ニ
オ
ン
は
、
人

権
を
尊
重
す
る
経
営
を
企
業
に
求

め
て
い
き
ま
す
。

電
機
大
手
の
い
く
つ
か
の
企
業

内
労
組
は
、
一
部
組
合
員
に
対
す

る
賃
下
げ
要
求
を
春
闘
で
行
っ
て

い
ま
す
。

労
働
組
合
の
役
割
は
、
組
合
員

の
雇
用
と
権
利
を
守
り
、
生
活
を

向
上
さ
せ
る
こ
と
に
あ
り
ま
す
。

「
誰
も
が
賃
金
が
上
が
る
春
闘

に
し
て
い
こ
う
」
の
声
を
高
め
、

賃
下
げ
要
求
の
春
闘
は
止
め
さ
せ

ま
し
ょ
う
。

電
機
大
手
は
、
こ
の
12

年
間
で
78

万
人
を
超
え
る
正
社
員
の
リ
ス
ト

ラ
を
強
行
し
、
「
黒
字
リ
ス
ト
ラ
」

「
常
時
リ
ス
ト
ラ
」
を
ベ
ー
ス
に

し
て
、
テ
レ
ワ
ー
ク
を
悪
用
し
た

「
個
別
リ
ス
ト
ラ
」
を
強
め
て
い

ま
す
。

こ
の
リ
ス
ト
ラ
に
対
し
て
、
日

立
、
Ｎ
Ｅ
Ｃ
、
東
芝
な
ど
の
リ
ス

ト
ラ
に
対
抗
す
る
対
策
会
議
が
各

地
で
結
成
さ
れ
る
な
ど
、
雇
用
を

守
る
運
動
が
前
進
し
、
シ
ャ
ー
プ

関
連
の
労
働
者
は
不
当
解
雇
を
撤

回
さ
せ
て
職
場
復
帰
を
勝
ち
と
り

ま
し
た
。

労
働
者
に
と
っ
て
か
け
が
え
の

な
い
雇
用
と
地
域
経
済
を
守
る
春

闘
に
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

全
労
連
・
国
民
春
闘
共
闘
委
員

会
は
、
「
賃
金
が
下
が
り
続
け
る

国
か
ら
上
る
国
へ
の
転
換
」
を
目

標
に
し
、
「
た

た
か
う
労
働
組

合
の
バ
ー
ジ
ョ

ン
ア
ッ
プ
を
」

の
ス
ロ
ー
ガ
ン

を
掲
げ
、
た
た

か
う
仲
間
を
増

や
し
、
ス
ト
ラ

イ
キ
を
力
に
し

た
た
た
か
い
の

強
化
を
呼
び
か

け
て
い
ま
す
。

た
た
か
う
労

働
組
合
と
連
帯

し
、
電
機
の
職

場
か
ら
も
、
物

価
高
騰
を
補
う

だ
け
に
と
ど
ま

ら
ず
、
生
活
が

改
善
で
き
る
大

幅
賃
上
げ
を
勝

ち
と
っ
て
い
き

ま
し
ょ
う
。

一人でも入れる 困ったら

生
活
改
善
を
含
め

％
の
賃
上
げ
を

賃
金
の
底
上
げ
で

日
本
経
済
再
生
を

賃
金
制
度
改
悪
と
な
る

ジ
ョ
ブ
型
制
度

低
賃
金
は
人
権
侵
害
で
す

か
け
が
え
の
な
い
雇
用
と

地
域
経
済
を
守
る
春
闘
に

５
２
８
兆
円
の
内
部
留
保

還
元
さ
せ
大
幅
賃
上
げ
を

た
た
か
う
労
働
組
合
運
動
で

生
活
改
善
の
大
幅
賃
上
げ
を

賃
下
げ
要
求
は
止
め
よ
う

無
く
そ
う
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生活実感はどうか？
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困っている・不安なこと
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ジョブ型について

やや
賛成

やや反対

反対

賛成

何とも

言えない

わからない

◆物価上昇がある中、ジョブ型雇用の導入は、雇用の不安定を招きかねず、そ

の導入には不安です。(NEC，男性 )

◆残業禁止で裁量勤務対象者との格差が広がってます。幹部に質問しても会社

規定を読んで下さい、と一蹴されました。(日立，男性 )

◆7月・12月のボーナスとも、これまでより３０万円も少なくなった。物価高、

税金と社会保険料の負担が重く生活に全くゆとりがない。（東芝，女性 )

◆物価高による各社の賃上げ意欲に対して、ルネサスは来年の賃上げを半年停

止する事を決定した。(ルネサス，男性 )

◆①パワハラが多く、なんとか助けてほしい。②管理職が多すぎて、仕事をし

ない人が多い。（シャープ，男性）

◆同じ職場で15年以上非正規で働いています。他部署や部内から頼られる存

在ですが、チームリーダーにもなれず、仕事だけ多いです。（沖電気，女性）

◆もはや連帯、助け合い、協力、譲り合いは形だけのものになり。それぞれが

自分だけが助かりたいだけの恐ろしい社会となった。（ソシオネクスト，男性）

◆これから子供を産む世代への補助をしてほしい。同期が次々に辞めていく。

辞めたくない会社になる事を期待します。（富士電機，男性）

◆物価上昇に見合う、給与の上昇が無い気がする。（三菱電機，男性）

◆再雇用者の賃金が社員と比べて低い。規則では職務に責任は持たないが、実

務では持たされており、賃金とみあわない。（富士通，男性）

アンケートに寄せられた声！

生活実感は更に悪化、物価上昇に見合う賃上げを！
アンケートへのご協力ありがとうございました電機懇と電機・情報ユニオンが、協同して取り組んでいる２４春闘要求アンケー

トは、１月１７日（水）迄に寄せられた中間集計１９０枚（昨年１８５枚）を分

析した結果から、特徴のある項目を抜粋して報告します。回答者の内訳、正社員7

4.6％・非正規14.3％・再雇用8.5％・管理職2.6％。技術開発43.8％・製造18.

4％・スタッフ事務22.2％・営業5.4％・その他10.3％。２９歳以下7.9％・３０

歳代15.9％・４０歳代22.2％・５０歳代40.2％・６０歳以上13.8％でした。全

国の１９企業の職場労働者からご協力を頂き、ありがとうございます。

生活実態は、苦しいとの回答が６２.６％（昨年は６３％）であり、家計の収支

でも黒字が極端に少ないのが実態です。生活維持に必要な金額は、５万円以上が

が69.７％でした。加重平均は、５万３４５７円となっています。

問題点として「定義が恣意的」１８.1％、「上司の一存で

評価が左右される」１６.5％、「雇用が不安定になる」１４.

2％、「収入が不安定になる」１２.1％となっています。

富士通やＮＥＣ、日立など、電機各社

で導入が進められている「ジョブ型」雇

用の導入については、「賛成」「やや賛

成」が18.9％、「反対」「やや反対」が

31.3％と、反対多数となりました。しか

し一方で、「何とも言えない」「わから

ない」が49.8％を占めていることから、

労働者の間でも、今のところ制度をどう

捉えて良いのか分からず、迷いが生じて

いるものと思われます。

賃金交渉においては、「物価上昇に見合う引上げ」を求める声が最も強く、単

独で７０％という結果になりました。さらに、ベースアップや基本給の底上げに

よって、安定的な賃金の確保を求める割合が高いのも特徴となっています。

現在困っている・不安なことでは、「老後・年金」がトッ

プで、「低賃金」が次になるのは例年と同じ傾向です。依然

として「人員削減・リストラ」も多数になっています。

複数回答 複数回答

複数回答


